
 

 

 

平成 30 年度 地域活性化総合特別区域評価書 

 

作成主体の名称：静岡県浜松市 

 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

     未来創造「新・ものづくり」特区 

 

２ 総合特区計画の状況  

①総合特区計画の概要 

 本市は農業と工業がともに高い水準で発展を遂げてきた全国でも特色のある

地域である。未来創造「新・ものづくり」特区では、農業と工業の均衡のとれた

土地利用を進めることで、農業においては、農地集約による企業の農業参入の促

進や、高付加価値産品への転換及び拡大を図り、工業においては、ものづくりの

集積地域であること等を活かし、用地を迅速に確保するレディメイド方式による

工場用地造成により、新産業の創出及び現集積産業の維持・発展を図るものであ

る。 

 

②総合特区計画の目指す目標 

目標：市街化調整区域における農業と工業のバランスある土地利用の実現 

解説： 農業の担い手の減少と耕作放棄地の増加の対策として、離農意向のある農家の

農地を中小規模に集約し、規模拡大を望む農家への利用集積や中小企業の農業参

入を推進する。 

先の東日本大震災を受け、市内外の企業が内陸の安全な地域における工場立地

を多く希望していることから、迅速に工場用地を確保するとともに、企業誘致を

戦略的に推進しものづくりの集積地として新産業の創出を目指すことにより、企

業の海外移転による空洞化対策、安定的な雇用の確保を図る。 

 

③総合特区の指定時期及び総合特区計画の認定時期 

平成 23年 12月 22日 指定 

平成 24年 11月 30日 認定（平成 31年 4月 1日最終認定） 

 

④前年度の評価結果 

総合特別区域の進捗に係る事後評価 

[アジア拠点化・国際物流分野] 3.9 点 

・評価指標（１）「産地力の強化」については、目標値の出し方がわかりやす

くリーズナブルであり、目標をほぼ達成しているか上回っている点は評価で

きる。 

・農業参入した新規企業の１件当たりの耕作面積は１ha弱に過ぎず、今後は

規模が大きく高付加価値を生み出せる農業事業者の誘致・育成も検討すると
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良いのではないか。また、実績を踏まえて目標を上方修正してもよいのでは

ないか。 

・果樹・花卉の浜松市の農業産出額に占める割合は高いので、販売力の強化に

あたって、現在の需要の特徴、消費地から、どのような戦略をとるのか明確

にしておく必要がある。 

・新規立地に対しては、魅力ある優良企業を誘致するためにどのような取組を

想定しているのか、具体策があると良い。特区から市全体に正の効果が波及

するような産業の誘致を図ることも検討の価値があるであろう。 

・補助金の交付を受けた新規立地企業の生産性や立地後の成長を計測して、補

助金の有効性を検証することは、持続性のある産業集積のために重要である。

生産性の計測に関しては、実務的には（生産額）÷（労働者数）＝（労働者

ひとりあたりの生産額）で示せば十分である。 

・ＣＡコンテナの活用や 45フィートコンテナの利用を検討してみてはどうか。

その検討を行う過程で、財政支援措置や規制緩和の提案の可能性も出てくる

と考えられる。 

 

[農林水産業分野] 3.6点 

・企業の農業参入が進み、農畜産物販売金額も目標をほぼ達成しており、高く

評価することができる。今後の計画実現に期待したい。 

・企業の新規立地件数は、進捗度が 70％に留まっているのに対し、新規立地

した事業所の売上高は、目標を大きく上回り、新規雇用数は概ね半分の進捗

率である。これら 3つの指標の進捗率にズレが発生していることに対し、分

析が必要であろう。 

・企業の新規立地については、なぜ雇用効果がこれほど小さいのか。人手不足

を不振の原因として掲げているが、目標値が現実を踏まえたものであったか、

今一度検討してみる必要がある。 

・農業に参入した企業と直接関連する評価項目は耕作放棄地の農地への復旧面

積の増加だけだが、農畜産物販売金額とのリンケージも拾うことができるよ

うにしてほしい。参入した企業の状況をいくつか紹介するなど定性的なかた

ちでの評価でよいと考える。また、農業に参入した企業が周囲の農家を巻き

込んで新しい事業を行っている可能性も考えられるので、そのあたりの情報

を丁寧に集めて、企業の農業参入の意義をもっとアピールできるような評価

にしていただければと思う。 

 

⑤本年度の評価に際して考慮すべき事項 

該当なし 
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３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標 

評価指標（１）：産地力の強化[進捗度 153%] 

数値目標（１）－①：農畜産物販売額(H29 年度～R3年度) 

[当該年度目標値 348億円、当該年度実績値 324億円、進捗度 93%、寄与度 50%] 

数値目標（１）－②：農業参入した企業による耕作面積増(H29年度～R3年度) 

[当該年度目標値 累計 20ha、当該年度実績値 累計 42.4ha、進捗度 212%、寄与度 50%] 

 

評価指標（２）:企業立地による地域産業の振興及び雇用の拡大[進捗度 65%] 

数値目標（２）－①:新規立地件数 100件(H29年度～R3年度) 

[当該年度目標値 累計 43件、当該年度実績値 累計 28件、進捗度 65%、寄与度

33.3%] 

数値目標（２）－②:新規立地企業の売上高 1,900 億円(H29年度～R3年度) 

[当該年度目標値 累計 800億円、当該年度実績値 累計 729 億円、進捗度 91%、寄

与度 33.3%] 

数値目標（２）－③:新規立地に伴う雇用増 700人(H29年度～R3年度) 

[当該年度目標値 累計 300人、当該年度実績値 累計 117人、進捗度 39%、寄与度

33.3%] 

 

  ②寄与度の考え方 

   該当なし 

 

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する

各事業が連携することにより与える効果及び道筋 

農業分野においては、農地の新規造成や再整備(耕作放棄地再生)による営農地の

拡大と新たな農業の担い手確保のため企業の農業参入を進める。また、農商工連携・

6次産業化による生産作物の高付加価値化や加工利用による歩留まりの向上、農地

集約化による生産効率向上を促進し、各営農地の収益向上を目指す。 

工業分野においては、本特区により造成を進める新たな工場用地を核として、そ

の事業が終了する令和 3 年度までに、新産業分野を中心とした企業誘致に取り組む

ことに加え、市内の中小企業の研究開発・事業化を支援し、新たな投資・雇用を生

み出すことで特区の目標実現を目指す。 

 

④目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２） 

農用地については、耕作放棄地再生による営農地の拡大を引き続き進める。併せ

て、企業の農業参入、農地集約化、農商工連携・6次産業化の支援を引き続き実施

する。また、工場用地整備地区の周辺において農業振興エリア整備事業を引き続き

進めていく。 

工場用地については、特区事業期間内での分譲終了を目標に新たな工場用地

（新・産業集積エリア）の整備を進めるとともに、特区対象区域内に設定した工場
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立地誘導地区（重点エリア）で対応する。 

 

４ 規制の特例措置を活用した事業等の実績及び自己評価（別紙２） 

① 特定地域活性化事業 

   該当なし 

   本特区の事業推進に当たって、特定地域活性化事業に該当する具体的案件がなか

ったため。 

 

② 一般地域活性化事業 

②-１一般地域活性化事業：新工場用地整備事業（農振法・農地法）（平成 25年秋協議） 

ア 事業の概要 

国と地方の協議会において設置した国・県・市による調整会議での結果、立地

を急ぐ個別案件は、新たな工場用地（新・産業集積エリア）整備事業地近郊の市

街化調整区域内において、農振法及び農地法のガイドラインを弾力的に運用し、

指定した工場立地誘導地区（重点エリア）で対応し、新たな工場用地（新・産業

集積エリア）整備事業については、対象区域を平成 26年度に市街化区域へ編入

し平成 27年度より用地買収着手、平成 28年度より造成に着手し一部分譲を開始

した。平成 29年度には 3件の企業と区画の用地売買契約を締結した。 

 

イ 評価対象年度における規制の特例措置の活用状況と目標達成への寄与 

評価対象年度で市街化調整区域に立地した企業数 11件のうち、農地転用を要

した物件は、約半数の 6件であった。そのうち、都市計画法に基づく開発許可制

度の方針により指定された工場立地誘導地区（重点エリア）での立地は 2件とな

っている。 

また、新たな工場用地（新・産業集積エリア）においては、3件の企業と用地

売買契約をしており、2～3年後には工場が稼働し、市内における売上高、新規雇

用が増加すると見込んでいる。 

 

③規制の特例措置の提案 

   該当無し 

   本特区の事業推進に当たり、現状障壁となっているような規制がなかったため。 

 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

①財政支援：該当なし 

    本市が計画する農業基盤整備事業については、規模的に県営事業とすることが

適当であるとの指導による。 

 

②税制支援：該当なし 

    地域活性化総合特区を対象とする税制支援（特定新規中小会社が発行した株式

を取得した場合の課税の特例）が平成 29年度末で廃止されたことから、該当な

し。 
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③金融支援（利子補給金）：1 件 

評価年度に 1件の支援をした。これまでに金融支援を実施した事業数は 18件

となっており、対象事業の借入額の合計は約 60億 7,300万円となっており、本

市における設備投資や推進に繋がっている。 

〈支援内容〉 

総合特区支援利子補給金支給対象事業者確認書の発行 

〈対象事業者の事業内容〉 

・同事業者が行う炭素繊維強化樹脂の成形加工用の型製作において、これまで外

注をしていた成形加工を内製化する生産体制の再構築と加工精度の高度化に

伴う新領域への展開を目的と新工場の建設を行う事業 

 

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

  （地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連す

る民間の取組等） 

農業に関しては、耕作放棄地対策事業等により耕作放棄地再生が進み、営農地が 6.6ha

拡大した。農業参入企業数は地元企業を中心に全国トップクラスの 66法人、合計の耕作

面積は 128.5haとなっており、市独自の支援事業が成果につながっている。 

工業に関しては、企業立地に係る用地取得、建物や設備の設置に係る初期投資に対し

て交付する企業立地補助金を受けた企業数は、前年度と同数の 14件であったが、交付額

は約 2倍（約 5億 7,000万円→約 11億 3,600万円）で、来年度以降、これらの企業によ

り売上高及び雇用の増加が見込まれる。 

 

７ 総合評価 

農業分野については、農業参入する法人が 7社増え、耕作面積も 128.5haに増加する

など市独自の取組により企業の農業参入が進んでいる。また、農畜産物販売額について

も目標値を上回っていることから、計画的な農業基盤整備や 6次産業化を進めるなどし

て農畜産物販売額の更なる増加に繋げたい。次年度以降も、引き続き目標達成のため両

分野の事業を推進していく。 

工業分野については、今回の評価年度における企業立地は、小規模な企業立地が多か

ったため、目標値を下回る結果となった。しかし、企業立地補助金を交付した額は、前

年度の約 2倍となっていること、また、この特区制度を活用することで開発が可能とな

り、今後、開発分譲が進む新・産業集積エリア工場用地についても、拠点工場の立地が

内定していることから、来年度以降は、大規模企業立地による売上高及び雇用の増加が

見込まれる。 
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成27年度） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 345億円 348億円 351億円 354億円 357億円

実績値 339億円 340億円 324億円

進捗度（％） 99% 93%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

過去５年間における農業算出額の増加額14.4億円を５年で割り戻した額（約3億/年）を成長率と捉え、平成28年度目標値
342億にそれを加算していく目標値とした。
本市の農業生産力を表すことができる農畜産物販売額を令和3年度までに357億円とすることを産地力強化の数値目標とす
る。この目標を達成するために、国営三方原用水二期土地改良事業による農業基盤整備を進めるとともに、農商工連携・６
次産業化推進事業により農産物の付加価値の向上を図る。また、新産業集積エリア周辺の農業振興エリアにおいて、農地
利用調整および小規模基盤整備等による生産性向上・収益増加・農業振興を図る農業振興エリア整備事業を行う。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値
の根拠に代えて計画の進行管
理の方法等

各年度の目標については、過去5年間における農業産出額の増加額を成長率ととらえ、農畜産物販売額の目標数値に置き
換えたものである。市内農協等の販売額を集計したものとなるため、市の農業生産能力を表すことができる数値となる。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

国営三方原用水二期土地改良及び農業振興エリア整備事業については順調に事業が進捗しており、農商工連携・６次産
業化推進事業についても15件の事業者に対して補助を行い、生産性向上・収益増加を図ることができている。一方で事業
農畜産物販売額については目標を２４億円下回っており、特に農産園芸や畜産においての販売額の減少が進捗の遅れに
つながっていると考えられる。次年度以降は販売力の強化という観点からも農商工連携・６次産業化推進事業を行っていく。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（１）
産地力の強化

数値目標（１）－①
農畜産物販売額
339億円→357億円

寄与度(※)：50（％）
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成27年度） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 10ha 20ha 30ha 40ha 50ha

実績値 11.8ha 35.8ha 42.4ha

進捗度（％） 358% 212%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

過去５年H23～H27における耕作面積目標値においても、年間10haの拡大を目標にしており、実績値でも目標値を上回る年
間約13.7haであった。このようなことから、目標値は過去５年間における目標数値を延長させるものとした。
新たな担い手である企業の農業参入を促進するとともに既参入企業の規模拡大を図ることで、農業参入企業による耕作面
積増を令和3年度までに50haとすることを産地力強化の数値目標とする。この目標を達成するために、農商工連携・６次産
業化推進事業により農産物の付加価値の向上を図ることで参入企業の収益性向上を目指すとともに、企業参入の一歩目
の支援として企業の農業参入をサポートする事業や耕作放棄地の再生事業を行い新規参入企業の拡大を図る。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値
の根拠に代えて計画の進行管
理の方法等

各年度の目標については、過去5年間の実績値を基に、継続的な成長を行うための実現可能な数値を設定したものである。
農業参入した企業による耕作面積の実績値については、新規参入企業分+既参入企業の規模拡大分とする。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

耕作放棄地の再生率の向上が求められる。 耕作放棄地は簡易的な農地造成が必要なケースがあるため、市において新たな
担い手に対し補助金を交付するなどをし、耕作放棄地の再生率向上に努めてい
る。

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

新規参入企業は７件、耕作面積は4.2haであり、継続的な企業参入が行われている。また、6次産業化推進事業や耕作放棄
地の再生事業により、既参入企業の規模拡大耕作面積も2.4haと拡大しており、本市の産地力の強化に寄与している。次年
度以降も引き続き、新規参入企業数の拡大や既参入企業の更なる発展を支援していく。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（１）
産地力の強化

数値目標（１）－②
農業参入した企業によ
る耕作面積増50ha

寄与度(※)：50（％）
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成22～26
年度平均）

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 累計20件 累計43件 累計65件 累計83件 累計100件

実績値 18件 累計14件 累計28件

進捗度（％） 70% 65%

評価指標（２）
企業立地による地
域産業の振興及び

雇用の拡大

joukennni 

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値
の根拠に代えて計画の進行管
理の方法等

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

本市は、先人たちの先見の明により、その次代を担う産業を築いてきた。しかし、近年は、企業の国内外への流出が進み、
将来における本市の衰退が懸念されている。その対応策として新工場用地造成事業を実施し、企業立地を推し進めること
で、本市の工業都市として持続可能な地域振興を図っていく。

　企業立地による地域振興の目標として新規立地した事業所の売上高を指標とする。過去5年間（H22～H26）の立地件数87
件の平均18件を年度毎の標準立地件数とし、この特区制度により新たに造成される新・産業集積エリア（第三都田地区工
場用地）の分譲スケジュールを加味し、その周辺で立地が進んでいる市街化調整区域内の工場立地誘導地区への立地動
向を考慮し、目標値を設定した。
　なお、平成28年度までは、目標値、実績値ともに単年度の件数を表示していたが、平成29年度からは5年計画における進
捗率を適正に評価していくため、累計値を数値目標とした。

　平成30年度は14件の新規企業立地があり、平成29年度からの累計件数は28件となったが、目標の累計43件は達成でき
なかった。数値を達成できなかった要因としては、立地希望企業に対し条件に合うような工場用地の不足があると考えてい
る。来年度以降は、開発分譲が進む新・産業集積エリア工業団地への誘致に取り組み、件数増加を図っていく。

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

外部要因等特記事項 ,

数値目標（２）－①
新規立地件数

寄与度(※)：33.3（％）

　この特区制度により新たに造成される新・産業集積エリア（第三都田地区工場用
地）の最大区画を仮契約している企業は、地元企業との新規取引やサプライ
チェーンの構築を目的とした展示商談会の開催を予定しており、集積による技術
の伝搬・向上が発生し、地域産業の振興が図られるものと考えている。

　技術の高い企業が集積していく中で、産業連関があるような企業も入ってくれば、集積による
技術の伝播・向上も発生していくのではないかと考える。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

auyouna
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成27年度） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 累計300億円 累計800億円 累計1,300億円 累計1,600億円 累計1,900億円

実績値 173億円 累計623億円 累計729億円

進捗度（％） 208% 91%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

　本市は、先人たちの先見の明により、その次代を担う産業を築いてきた。しかし、近年は、企業の国内外への流出が進
み、将来における本市の衰退が懸念されてる。その対応策として新工場用地造成事業を実施し、企業立地を推し進めること
で、本市の工業都市として持続可能な地域振興を図っていく。

企業立地の目標として新規立地のあった事業所の件数を指標とする。各年度立地件数に規模別の1社あたりの売上高を乗
じて得た額を基本に100億円単位で設定した。この1社あたりの売上高については、用地を取得し工場等を建設した企業に
対する補助制度を受けた事業所に対し行っている売上高調査の平成27年度実績をベースに用地取得規模別に1社あたり
の平均額を求めている。
　なお、平成28年度までは、目標値、実績値ともに単年度の件数を表示していたが、平成29年度からは5年計画における進
捗率を適正に評価していくため、累計値を数値目標とした。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値の
根拠に代えて計画の進行管理
の方法等

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

　平成30年度に新規立地した事業所の売上高は、106億円となっており、平成29年度からの累計売上高729億円となった
が、目標の累計800億円は達成できなかった。数値目標が達成できなかったことは、市内企業の拡張移転など小規模な企
業立地が多くなったことが要因であると考える。今後、開発分譲が進む新・産業集積エリア工業団地は、比較的大きな区画
となることから、当工業団地への誘致活動により売上高の大きな増加を目指していく。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（２）
企業立地による地
域産業の振興及び

雇用の拡大

数値目標（２）－②
新規立地した事業所の

売上高

寄与度(※)：33.3（％）
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別紙１

■目標に向けた取組の進捗に関する評価

当初（平成27年度） 平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度

目標値 累計130人 累計300人 累計470人 累計590人 累計700人

実績値 603人 累計66人 累計117人

進捗度（％） 51% 39%

代替指標の考え方または定性
的評価
※数値目標の実績に代えて代
替指標または定性的な評価を用
いる場合

目標達成の考え方及び目標達
成に向けた主な取組、関連事業

　本市は、先人たちの先見の明により、その次代を担う産業を築いてきた。しかし、近年は、企業の国内外への流出が進
み、将来における本市の衰退が懸念されてる。その対応策として新工場用地造成事業を実施し、企業立地を推し進めること
で、本市の工業都市として持続可能な地域振興を図っていく。

各年度の目標設定の考え方や
数値の根拠等
※定性的評価の場合は、数値
の根拠に代えて計画の進行管
理の方法等

　企業立地による地域振興の目標として新規立地した事業所の新規雇用数を指標とする。目標値の考え方としては、各年
度立地件数に規模別の1社あたりの新規雇用数を乗じて得た額を基本に10人単位で設定した。この1社あたりの新規雇用
数については、本市の企業立地に係る補助制度を受けた事業所の新規雇用数をベースに用地取得規模別に1社あたりの
平均人数を求めている。
　なお、平成28年度までは、目標値、実績値ともに単年度の件数を表示していたが、平成29年度からは5年計画における進
捗率を適正に評価していくため、累計値を数値目標とした。

［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

進捗状況に係る自己評価（進捗
が遅れている場合は要因分析）
及び次年度以降の取組の方向
性

　平成30年度に新規立地した事業所の新規雇用数は、51人となっており、平成29年度からの新規雇用の累計は117人と
なったが、目標の累計300億円は達成できなかった。市内企業の拡張移転など小規模な企業立地が多くなったことによるも
のであり、今後、開発分譲が進む新・産業集積エリア工業団地は、比較的大きな区画となることから、当工業団地への誘致
活動により大きな増加を目指していく。

外部要因等特記事項

※寄与度：一つの評価指標に対して複数の数値目標がある場合、それぞれの数値目標が評価指標に与える寄与度を記入してください。

上記に係る現地調査時の指摘事項及びそれに対する取組状況等

評価指標（２）
企業立地による地
域産業の振興及び

雇用の拡大

数値目標（２）－③
新規立地した事業所の

新規雇用数

寄与度(※)：33.3（％）
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別紙１－２

■目標達成に向けた実施スケジュール
特区名：未来創造「新・ものづくり」特区

年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12

事業１ 国営三方原用水二期土地改良事業

施工 施工

事業２ 農商工連携・6次産業化推進事業

周知募集 募集 募集 募集 募集 募集
●審査会 ●審査会 ●審査会 ●審査会 ●審査会

補助事業 補助事業実施(農商工・6次化) 補助事業実施(農商工・6次化) 補助事業実施(農商工・6次化) 補助事業実施(農商工・6次化) 補助事業実施

事業３ 農業振興エリア整備事業

施工 施工

事業４ 企業の農業参入サポート事業

個別相談・調整 農業参入にかかる個別の相談・調整 農業参入にかかる個別の相談・調整 農業参入にかかる個別の相談・調整 農業参入にかかる個別の相談・調整 農業参入にかかる個別の相談・調整

事業５ 耕作放棄地再生事業

調査

補助事業 利用あっせん・補助事業実施(再生費補助) 利用あっせん・補助事業実施(再生費補助) 利用あっせん・補助事業実施(再生費補助) 利用あっせん・補助事業実施(再生費補助) 利用あっせん・補助事業実施(再生費補助)

事業６ 新工場用地造成事業

土地区画整理事業 造成工事

分譲 分譲

注１）工程表の作成に当たっては、各事業主体間で十分な連携・調整を行った上で提出すること。
注２）特に翌年度の工程部分については詳細に記載すること。

H29 H30 R元 R２ R３

耕作放棄地調査 耕作放棄地調査 耕作放棄地調査 耕作放棄地調査 耕作放棄地調査
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別紙２

関連する数値目標

国との協議の結果、現時点で実現可能なことが明らかになった措置による事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無
評価指標（２）－①
評価指標（２）－②
評価指標（２）－③

あり

国との協議の結果、全国展開された措置を活用した事業（本文４②に記載したものを除く。）

関連する数値目標
評価対象年度における

活用の有無

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

＜特記事項＞

市街化調整区域への企業立地に係る農振
法・農地法のガイドラインの弾力的運用

■規制の特例措置等を活用した事業の実績及び評価
規制の特例措置を活用した事業

特定地域活性化事業の名称（事業の詳細は本文４①を参照） 規制所管府省による評価

規制所管府省名：＿＿＿＿＿＿＿
□　特例措置の効果が認められる
□　特例措置の効果が認められない
　　　⇒□要件の見直しの必要性あり
□　その他

※関連する数値目標の欄には、別紙１の評価指標と数値目標の番号を記載してください。

現時点で実現可能なことが明らかになった
措置による事業の名称

備考
（活用状況等）

評価対象年度で市街化調整区域に立地した企業数11件
のうち、農地転用を要した物件は、約半数の６件となって
おり、そのうち都市計画法に基づく開発許可制度の方針
により指定された工場立地誘導地区（重点エリア）での立
地は２件となっている。
また、新たな工場用地（新・産業集積エリア）においては、
既に３件の企業と用地売買契約を済ませており、２～３年
後には、各企業による工場立地により、市内における新
規雇用と売上高が増加すると見込んでいる。

全国展開された事業の名称
備考

（活用状況等）
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別紙３

■財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（国の支援措置に係るもの）

事業名 関連する数値目標 年度 累計 備考

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

（千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円） （千円）

税制支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 累計 備考

税制支援① 件数

金融支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 年度 H28 H29 H30 R元 R2 R3 累計 備考

金融支援①－１
企業の農業参入事業

評価指標(1)-1
評価指標(1)-2

件数 0件 0件 0件 0件

金融支援①－２
農商工連携・6次産業

化推進事業

評価指標(1)-1
評価指標(1)-2

件数 0件 0件 0件 0件

金融支援①－３
企業立地促進助成事

業

評価指標(2)-1
評価指標(2)-2
評価指標(2)-3

件数 1件 0件 1件 2件

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］

財政支援措置の状況

財政支援①

補助制度等所管府省名：××省
対応方針の整理番号：△△
特区調整費の活用：有／無

財政支援要望

国予算(a)
（実績）

総事業費(a+b)

自治体予算(b)
（実績）
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別紙４

■地域独自の取組の状況及び自己評価（地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連する民間の取組等）
財政・税制・金融上の支援措置
財政支援措置の状況

事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

企業立地促進事業費
（市独自の、企業立地に係る用
地取得、建物建設及び機械設
置に係る費用への補助金交付
事業）

(２)－①
(２)－②
(２)－③

評価対象年度における立地件数は14件であり、それ
ら立地にかかる土地、建物及び機械設備の投資額に
対して総額11億3,800万円の補助金の交付をしてい
る。

・企業立地促進事業費は、平成16年度から本市が実施している
企業立地に係る用地取得、建物や設備の設置に係る初期投資
に対して補助金を交付する事業である。静岡県内でもトップクラ
スの補助金額を交付できる制度を実施することで、本市への企
業立地を促していると考えている。
・平成28年度に当事業による経済波及効果について調査を行っ
ている。平成16年度の事業開始からの補助金交付額は、約95
億円であり、それら物件の設置に係る初期投資から発生する直
接効果は約616億円、これに伴う経済波及効果は約945億円と
試算されている。これら立地した事業所における生産額は約1兆
5,000億円と想定され、それによる経済波及効果は約2兆2,000万
円、雇用誘発数は12万人と想定している。このことからも本事業
によって本市産業振興に一定の効果があると考えている。

浜松市

税制支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

企業立地奨励費
（市独自の、固定資産税・事業
所税に対する補助制度：企業立
地促進事業費の交付を受けた
企業が対象）

(２)－①
(２)－②
(２)－③

評価対象年度に交付した企業は、43件、3億5,400万
円を交付している。

企業立地奨励費は、平成16年度から本市が実施している企業
立地促進事業費の交付を受けた事業所に係る固定資産税及び
都市計画税に係る補助金制度である。立地後の税金について
支援を実施することで、本市への企業立地を推し進めている。

浜松市

金融支援措置の状況
事業名 関連する数値目標 実績 自己評価 自治体名

国営三方原用水二期土地改良
事業

評価指標(1)-1
国営事業の着工が始まっており、令和6年度まで
施工が続く。

農業基盤整備が進むことで今後本市農業産出額の増加に寄
与するものと考えられる。

浜松市

農業振興エリア整備事業 評価指標(1)-1
対象地域の農地の流動化及び環境対策、農業生産
性等の向上対策として4地区の事業を行った。

対象地域において、農地利用調整および小規模基盤整備等
による生産性向上・収益増加・農業振興が図られること
で、今後本市農業産出額の増加に寄与するものと考えられ
る。

浜松市

農商工連携・６次産業化推進
事業

評価指標(1)-1
評価指標(1)-2

農林水産物の加工技術の開発、新商品開発、販路
開拓等の15事業に対して、30,700千円の補助を
行った。

農産物の付加価値の向上や農業者の生産性向上・収益増加
に繋がる事業であり、本市農業産出額の増加に寄与してい
る。

浜松市

企業の農業参入サポート事業 評価指標(1)-2
企業の農業参入に対する個別相談会を2回開催し
た。

農業参入企業数は66法人、合計の耕作面積は128.5haとなっ
ており、企業の農業参入数及び耕作面積の増加に寄与して
いる。

浜松市

耕作放棄地再生事業 評価指標(1)-2
耕作放棄地対策に係る事業費に対して1,973千円
の補助を行い、1.58haの耕作放棄地を解消した。

耕作放棄地再生が進み、企業の農業参入のきっかけとして
の営農地が拡大し、企業の農業参入数及び耕作面積の増加
に寄与している。

浜松市
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別紙４

規制緩和・強化等
規制緩和

取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

規制強化
取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

その他
取組 関連する数値目標 直接効果（できる限り数値を用いること） 自己評価 自治体名

体制強化、関連する民間の取組等

体制強化

民間の取組等

上記に係る現地調査時指摘事項
［指摘事項］ ［左記に対する取組状況等］
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